
リインバースメント～税のジレンマ～

In brief  

当社の税務・規制チームは、このほど「リインバースメント:税のジレンマ(英語版)」と題する報告書を

まとめました。

Reimbursements: Tax dilemmas explained 

グローバル企業では、次のようにグループ内の A 社が B 社の費用などを立て替えたり、共通で生じた経

費を応分に負担したりといった取引が生じます。

•グループ全体で共通に生じた IT コストを分配

•グループ内 B 社社員の出張経費（ホテル、交通費など）を A 社が立て替え

•出向者給与のクロスチャージ

•役務提供で生じた実費（Out of pocket expense）については実額で清算

•コスト（マークアップなし）での役務提供

 このような取引では通常、利益が出ないため、課税の対象外としたい一方、当局側は課税対象と主張す

るケースが起きています。

当レポートは、このようなリインバースメントや類似する取引について、判例を引きつつ直接税（源泉

所得税、移転価格を含む）と間接税（サービス税、GST）の点から問題を検討しています。

詳しくは英語版をご覧ください。Please refer the following: 

https://www.pwc.in/publications/2018/reimbursements-tax-dilemmas-explained.html 

下記までお気軽にお問い合わせくださいませ。

■デリー/グルガオン

ディレクター 古賀 昌晴 （ムンバイ兼務）
Direct: +91 (0)124 330 6531 / Mobile: +91 (0) 9650388830 
masaharu.koga@pwc.com 

アソシエイトディレクター 中間 雅彦
Mobile: +91(0)8860932929(India) / +81-(0)80-1226-6207(Japan)
masahiko.nakama@pwc.com

アソシエイトディレクター 笠井 周(プネ/アーメダバード兼務)(日本国会計士)
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Direct: +91(0)124 4620442 / Mobile: +91(0) 9560106683 
chikashi.kasai@pwc.com 

マネジャー 横山 義晃 (コルカタ兼務)(日本国会計士・税理士)
Direct: +91(0)124 330 6824 / Mobile: +91(0) 9560335454
yoshiaki.yokoyama@pwc.com

マネジャー  多田  千香子
Mobile: +91(0)8860160735
chikako.tada@pwc.com

アソシエイト 芦田 千尋
Mobile: +91(0)9910397025
chihiro.ashida@pwc.com

シニアアナリスト アマン ソラン（日本語可）
Mobile: +91(0)9718880415
aman.soran@pwc.com

■バンガロール(ハイデラバードおよびチェナイ兼務)
マネジャー 戸原 英則  (日本国公認会計士)
Direct: +91 (0) 80 4079 4118  / Mobile: +91 (0) 9902026401
tohara.hidenori@pwc.com

■ チェナイ

アソシエイト 山崎 嘉夫
Direct: +91 (0)44 6607 5328  / Mobile: +91 (0) 9962817839
yoshio.yamazaki@pwc.com
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